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神奈川県川崎市
●●● ●●●●●●●
臨港中学校区地域教育会議
地域の寺子屋

臨港中学校、大島小学校、渡田小学校、
田島支援学校

〇�臨港中学校区地域教育会議は、市民が自らの責任として教育を行うための自主的・民主的組織として平成 10年に立
ち上がり、中学生の地域体験活動（職業体験、地域行事への参加など）の支援、小学生と地域を結ぶ活動、校区内の
児童生徒の交流と教育集会の実施、子ども会議の実施、地域の防犯活動など多彩な活動に取り組んだ。
〇�平成 26年度から川崎市が土曜日の教育活動の枠により「地域の寺子屋事業」を立ち上げるにあたり、立ち上げ初年
度のモデル事業として、当該事業に取り組むこととなった。

● 活動の特徴・工夫 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

【特徴的な活動内容】
〇小学校２校で行う放課後の学習支援と、土曜日に行う体験活動をセットで実施している。
〇	放課後の学習では、退職教員や地域の人たちが「寺子屋先生」となって、家庭学習の支援と学習習慣の定着を目指して、宿題やプリ
ント学習を行っている。後半では、寺子屋先生達の特技を活かして、将棋や読み聞かせ、算数トランプなどを行っている。
〇	土曜日の体験活動では「子供の生きる力を応援する」「良いものを次の世代に伝える」ことを方針として、その道のエキスパートや
地域の人材に寺子屋先生として登場していただく。ここでは、校区内の中学校、特別支援学校にも声をかけ、保護者や地域の方も参
加して、世代間での交流の場ともなっている。

【実施に当たっての工夫】
〇	寺子屋事業のイメージキャラクター「寺っコ」を、看板やプリント、児童に
持たせる参加カードなどに多用し、子供たちが楽しく、親しみを持って寺子
屋に参加できるようにしている。体験活動の参加者には、寺ッコシールのお
土産も配布するので、参加する親子の楽しみになっている。
〇	体験活動に続けて参加している子供には、参加の回数に応じた「生きる力」
を評価して、参加 10回毎に初段、二段と「認定証」を贈呈している。子供
たちの励みにもなっている。
〇	体験活動では、プログラムに応じて中学校の陸上部や美術部など各部活動と
の連携・協働も図っており、学齢をこえた交流の場になっている。

● 事業を実施しての効果・成果 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●

〇	寺子屋先生として関わる大人たちと、子供たちが顔見知りになったことで、
学校の公開授業などに行くとあちこちから声がかかる。地域と子供たちの距
離がとても縮まり、子供の心に届く寄り添いの姿は地域の安全にもつながる
と実感している。
〇	大人たちも毎回振り返りの時間を持ち、課題が出てきたら、みんなで知恵を
出し合って解決していこうと、大人の学びや生きがいの場ともなっている。
〇	子供たちに実施したアンケートでは、「勉強の分からないところが分かるよ
うになった」「親や先生以外の大人と話しができた」「他のクラスや学年の友
達と話しができた」などの声が多くあげられている。

● その他 ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●

　JAXA、日本数学検定協会、ジュニアマナーズ協会、JR東日本、学研、ア
ジアキッズスポーツ協会、CCかわさき、放課後NPOアフタースクールなど
の協力も経て、多彩なプログラムを実施しています。

こんな
活動です 子供に寄り添う地域をめざして

http://www.city.kawasaki.jp/880/page/0000061956.html
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地域の女性部のみなさんとうどんづくり

●
●
●
●
●
●
●
●

活
動
の
概
要
・
経
緯

放課後の学習支援の様子

基
本
デ
ー
タ

学校支援
活動

統括コーディ
ネーター数

地域コーディ
ネーター数

ボランティ
ア登録数 学習支援 開始年度 国庫補助 ICT活用 企業・NPO

との連携

地域
未来塾

統括コーディ
ネーター数

地域コーディ
ネーター数

ボランティ
ア登録数

子供の平均
参加人数 開始年度 国庫補助 ICT活用 企業・NPO

との連携

放課後
子供教室

統括コーディ
ネーター数

地域コーディ
ネーター数

子供の平均
参加人数

年間開
催日数 開始年度 国庫補助 ICT活用 企業・NPO

との連携

実施場所 学習支援 放課後児童クラブとの連携

土曜日の
教育活動 ●

統括コーディ
ネーター数

地域コーディ
ネーター数

子供の平均
参加人数 学習支援 開始年度 国庫補助 ICT活用 企業・NPO

との連携
1 人 3 人 30 人 有 26 年度 有 0 有

コミュニティ・
スクール

指定日 委員数 児童生徒数 学級数




